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平成３１年労第７０号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

労働基準監督署長（以下「監督署長」という。）が平成３０年９月２６日付けで

再審査請求人（以下「請求人」という。）に対してした労働者災害補償保険法（以

下「労災保険法」という。）による休業給付の支給に関する処分を取り消すことを

求める。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、Ａ所在のＢ会社において、営業職として就労していたところ、平成

２０年４月８日、勤務を終えて帰宅途中、対向車と衝突し負傷し、傷病名「右下

腿開放骨折、右膝蓋骨開放骨折、右下腿切断」にて療養を受け、平成２３年６月

３日治癒（症状固定）した。 

請求人は、治癒後障害が残存するとして、監督署長に障害給付を請求したとこ

ろ、監督署長は、請求人に残存する障害は労災保険法施行規則別表第１に定める

障害等級表上の障害等級第５級に該当するものと認め、同等級に応ずる障害給付

を支給する旨の処分をした。 

    なお、請求人は、平成２４年１２月１日から平成２８年２月２９日まで、会社

Ｃ（以下「会社」という。）Ｄ所において、パート社員として就労していた。 

２ 請求人は、平成２７年８月１５日、歩行中に義足を付けた状態で転落し、同月

１６日、Ｅ医療機関に受診し、同月１７日、Ｆ医療機関に受診し、「急性化膿性

脛骨骨髄炎等」(以下「本件傷病」という。)と診断され、同月１６日をもって再

発と認められ、その後、Ｇ医療機関、Ｈ医療機関、Ｉ医療機関において療養を行

い、平成２８年３月２３日、再治癒（症状固定）した。 

  請求人は、本件傷病のために労働することができなかったとして、平成２７年

８月１７日から平成２８年３月２３日までの間（以下「本件休業請求期間」とい

う。）の休業給付を請求したところ、監督署長は、同期間２２０日のうち１９９

日分については、療養のため労働することができないために賃金を受けない日と
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は認められないとして、残る２１日分を支給する旨の処分（以下「前回原処分」

という。）をした。 

３ 請求人は、前回原処分を不服として労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に対し審査請求をしたところ(以下「前回審査請求」という。）、審査

官は、平成３０年９月１９日付けで、前回原処分を全部取り消す旨の決定をした

（以下「前回取消決定」という。）。 

４ 本件は、監督署長が、審査官による前回取消決定を受けて、本件休業請求期間

のうち、３０日分を支給する旨の変更決定処分（以下「今回原処分」という。）

をしたところ、請求人が今回原処分を不服として同処分の取消しを求める事案で

ある。 

５ 請求人は、審査官に対し審査請求をしたところ（以下「今回審査請求」という。）、

審査官が平成３０年１２月１８日付けで、一事不再理を理由としてこれを却下す

る旨の決定（以下「今回却下決定」という。）をしたことから、更にこの決定を

不服として本件再審査請求をした。 

６ そこで、当審査会が審査官の今回却下決定の当否について審査したところ、前

回取消決定は前回原処分の全部を取り消しているため、監督署長は、今回原処分

において、本件休業請求期間の全部を対象として、前回原処分とは別個の新たな

今回原処分をしたものである。そして、前回審査請求は前回原処分を対象として

行われたものであり、今回審査請求は前回原処分とは別個の新たな今回原処分を

対象とするものであるから、今回審査請求は前回審査請求と同一の処分の取消し

を求めるものではない。したがって、審査官が一事不再理を理由に今回審査請求

を却下したことは相当ではなく、今回審査請求は適法なものであったというべき

であるから、本件再審査請求を適法なものと認めて、本案の審判をするものであ

る。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 

（略） 

第４ 争  点 

平成２７年８月１７日から平成２８年３月２３日までの２２０日間のうち、１９
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０日分の休業給付を支給しない旨の処分が妥当であると認められるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人の症状等に関する医師の意見をみると、以下のとおりである。 

ア Ｊ医師は、平成２９年１０月２４日付けの意見書において、要旨、「平成

２７年８月１７日と同月２４日は外来受診のため、また、入院した同月２６

日から自覚症状及び局所所見に問題ないとされた同年１０月２日までは労務

に服することができないと推測する。平成２８年３月２３日は、断端部が時々

痛むと訴えるが、局所悪化しておらず、症状固定とされているので、労務に

支障ないものと思われる。」と述べている。 

  イ Ｋ医師は、平成２９年１１月１３日付けの鑑定意見書において、要旨、「入

院前の外来受診した平成２７年８月１７日及び同月２４日、入院中の同年８

月２６日から同年９月４日まで、退院翌日の同月５日から同年１０月２日ま

で、この間は、実際に労務に服している日があるが、医学上、休業の必要性

を否定することはできないから加療のため休業が必要であった。また、同月

３日から平成２８年３月２３日の治癒日までの間は、労務に服することは可

能であったが、通院日は、医療機関受診のため、休業が必要である。」と述

べている。 

（２）上記医師らの意見は、請求人の症状に関し医学的に休業の要否を判断した妥

当なものということができる。そうすると、前回取消決定に説示するとおり、

平成２７年８月１７日から平成２８年３月２３日までの本件休業請求期間２２

０日間のうち、療養のため労働することができず、かつ、賃金を受けなかった

日は、引用した前回取消決定書理由に説示するとおり、３０日と判断する。 

その詳細は以下のとおりである。 

① 入院前の通院日（２日。平成２７年８月１７日及び同月２４日） 

② 入院日の平成２７年８月２６日から同年１０月２日までの３８日から労働

日１１日を控除した２７日 
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③ 平成２７年１０月３日から治癒日の平成２８年３月２３日までの間の通院

日（１７日） 

④ 以上合計４６日から有給休暇取得日１６日を控除した３０日 

（３）なお、請求人は、平成２８年３月以降は、会社を解雇されており、解雇後に

ついては、賃金を受けていないので、休業給付の支給を求める旨主張するが、

本件についての判断は上記のとおりであり、同主張はこの判断を左右するもの

ではない。 

３ 結  論 

以上のとおり、今回原処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないか

ら、請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 

令和２年２月２８日 

 


